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研究成果の概要（和文）：本研究は、心理的リアクタンス理論の観点から、パーソナライズド広告に対する消費
者のプライバシー懸念や反応をインタビュー、アンケート及び実験操作法に基づき調査を行った。消費者の年齢
が上がるにつれインターネット上でのプライバシー侵害に敏感になり、プライバシー懸念が消費者の個人情報の
コントロール能力と広告回避・侵入感の関係において中間変数として作用することが確認された。また、ソーシ
ャルメディア媒体とパーソナライズド広告内の個人情報量の交差作用も広告態度に影響した。これらの結果はア
メリカ広告学会、南洋工科大学シンポジウム等の国際学会で発表し、国際ジャーナルにおいて複数の論文が査読
中である。

研究成果の概要（英文）：Based on Psychological Reactance framework, the current study explored 
consumers’ privacy concerns and responses to personalized advertising on social media through 
personal interviews, an online survey and an experiment. The findings indicated that as consumers 
age, their online privacy concerns become intensified. Also, privacy concerns mediated the 
relationship between consumers’ personal information control and ad avoidance as well as perceived 
ad intrusiveness. Additionally, the degree of personal information used in ads and social media 
platform types had an interaction effect on advertising evaluations. The results have been presented
 at international conferences, and several manuscripts are under review for publication in 
international journals.  

研究分野：マーケティング・コミュニケーション
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで広告の分野では、消費者のプライバシー懸念や不信感に関する研究は、主に単体の広告媒体に焦点を当
てて実施されていた。しかし実際は、複数の媒体を利用するクロスメディアプロモーションが広告の現場では主
流である。また、ネット上での様々なプロモーション手法の発展や消費者のメディア使用の多様化により、消費
者心理も変化している可能性が大きい。したがって当研究から得られる最新の知見や情報の価値は高い。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
企業の電子商取引は増加の一歩をたどり、インターネット広告業界においても市場拡大は顕著
であった。 2015 年度のインターネット広告費は前年度より 10.2％増の 1 兆 1,594 億円の市場
規模であった（北原, 2016）。個人情報を基にしたパーソナライズド広告も上昇傾向にあり、そ
れに伴い個人情報に関するインターネット上のプライバシー懸念も消費者間で増加していた。
独立行政法人情報処理推進機構（IPA）の 2014 年度の調査によると、マーケターによるインター
ネット上での閲覧履歴等の情報収集や管理が消費者間で不安視されており（ZDNet, 2015）、パー
ソナライズド広告の利点である消費者に必要な商品情報をカスタマイズして届けるという利便
性を見出している消費者は少数であった。ソーシャルメディアも含めたインターネット・プラッ
トフォームの多様化が進む中、マーケターによる個人情報のアクセス増加が引き起こすプライ
バシー懸念や不快感、あるいは不信感の増長という可能性も否定できず、このような潮流に対す
る消費者心理を詳細に解明・理解する必要があった。 
 
これまで広告やマーケティングの分野では、消費者のインターネット上のプライバシー懸念や
広告に対する不信感は主に単体の広告プラットフォームに焦点を当てて研究されてきた（e.g. 
Edwards et al., 2001; Limpf & Voorveld, 2015）。その反面、異なるプラットフォーム間の比
較やプライバシー懸念の要因の差異に関する研究は Baek & Morimoto (2012) 等、まだ僅かであ
った。ソーシャルメディアを含めた広範囲の広告プラットフォームに対するプライバシー懸念
や不信感の研究になると、先行研究がほぼ存在しなかった。プロモーション形態や消費者のメデ
ィア使用パターンの多様化により、消費者心理もめまぐるしく変化していると考えられ、その点
を踏まえても当研究のようにクロスメディアプロモーション戦略のフレームワークから問題点
にアプローチすることが重要であった。 
 
ソーシャルメディア上で高度化するパーソナライズド広告が普及する中、企業側の視点からも、
広告戦略に対する消費者の懸念を深く理解することは、消費者にとって有益な情報を効率的な
プロモーション手法で届けるために必須である。また、多種媒体における個人情報を利用したク
ロスプロモーション戦略が主流の中、各プラットフォームにおける消費者のネガティブな心理
の比較研究は、効果的なメディアプランニングやプロモーション戦略立案及び見直しのために
も不可欠である。デジタル広告の可能性はグローバル化する市場や消費者ベースの拡大に影響
を与えるものであり、当研究から得られる情報は最終的に日本企業が海外でのプロモーション
戦略を立てる際に有効活用することも可能であり、ひいては企業の競争力の強化にもつながる
と考えられた。 
 
２．研究の目的 
本研究では心理的リアクタンス理論（Brehm, 1966）の観点から、パーソナル化されたターゲテ
ィング広告(パーソナライズド広告)に対する消費者のプライバシー懸念や反応の調査を行った。
消費者のパーソナライズド広告への反応は主に知覚的侵入（perceived intrusiveness）、不快感
(irritation)、忌避（avoidance）等が挙げられる。これらの反応がソーシャルメディアや一般
のデジタル広告等異なる媒体上でどのように形成され、広告及びブランド評価、そして購買意欲
に影響を与えるかという事に研究の焦点を当てた。 
 
３．研究の方法 
本研究は３段階に分けて実施された。第１段階では消費者の一般的なインターネット広告及び
パーソナライズド広告に対するプライバシー懸念や不快・不信感の要因を探るためにインタビ
ューに基づく定性調査を実施した。 
 
第２段階では第１段階で得た定性データの分析を基に、個人情報に関するプライバシー懸念や
不快・不信感の要因を識別し、ソーシャルメディア広告媒体ごとの定量アンケートを実施した。 
 
第３段階では全実施実験要因計画法に基づき、架空のデジタル広告を実験刺激として作成、広告
作成に使用される個人情報の種類（人口統計的情報、位置記録、インターネットの閲覧記録）及
び情報量と各種媒体の組み合わせが、プライバシー懸念や広告に対する不快・不信感にもたらす
作用を調査分析した。 
 
（１）インタビュー 
第１段階として、20 代から 40 代までの一般消費者から定性データを収集し、分析結果を基に第
2段階である定量調査のための質問票に含める尺度の選択を行った。 
 
（２）オンラインアンケート 
第 2段階では、プライバシー懸念や不信・不快感の要因を既存の尺度を用いて定量調査アプロー
チの視点から研究を続行した。比較研究のため異なるソーシャルメディア広告媒体（Facebook、
Instagram、Twitter、LINE）ごとに調査会社のオンラインパネルを利用しアンケートを実施、消
費者の不快・不信感等の心理的要因を解明した。また、当研究では媒体間でのこれらの要因の比



較も行い、どの種の媒体におけるパーソナライズド広告が消費者の不快感やプライバシーに対
する懸念を引き起こしやすいかという点を明らかにした。 
 
（３）実験操作 
第３段階では実験操作を実施した。ソーシャルメディア広告媒体（オンラインアンケートで採用
されたソーシャルメディア媒体４種）、広告作成に使用される個人情報の種類及び情報量（３レ
ベル：年齢・世代、年齢＋位置情報、年齢＋位置情報＋媒体閲覧情報）を操作したパーソナライ
ズド広告を制作し、これらの単独要因と交互作用が広告侵入感、広告に対する懐疑感、広告・ブ
ランド評価にもたらす影響を調査した。 
 
本調査に先立ち、実験用刺激（広告）作成用に架空のブランド名と商品の選択のためのプレテス
トをアンケートで行った（n=20）。結果に基づきタブレット PCのソーシャルメディア用パーソナ
ライズド広告を、個人情報の種類、レベルに基づき作成した。 
 
本調査では、シナリオを使用。被験者は調査会社を通じて募集され、所定の URL にアクセスする
と、まず研究の趣旨と人権の保護及び法令等の遵守についてのページに誘導され、参加に同意す
る場合はクリックで同意を表し、クリック後に本調査に進む手順。被験者は 12 種の実験操作（パ
ーソナライズド広告）のうちの一つが掲載されたウェブページに、無作為に割当てられ（質問票
はすべて統一、冒頭にある仮想の消費者の個人情報を含むシナリオを読み、その個人になったと
仮定して広告刺激に対する設問に回答するように指示された。 
 
質問票前半は広告に関する設問で、広告とブランドに対する態度と購買意欲、及び懐疑感や侵入
感等のデータを収集した。同時に操作チェックも実施。広告製品への関心度、ブランド名の認識、
個人情報の種類（タグライン及び脚注に表記）に関するデータも収集。操作チェックをパスしな
い被験者のデータは分析から削除された。質問票には、その他に人口統計に関する項目（年齢、
教育レベル等）、メディア使用パターン、心理的リアクタンスや消費についての項目も含まれて
いた。 
 
４．研究成果 
１）平成２９年度 
定性インタビューを行い、その分析結果を基にオンラインアンケートの立案、作成を行った。 
 
定性調査からのデータ分析結果によると、消費者の年齢が上がるにつれインターネット上での
プライバシー侵害に敏感になり、プロモーション戦略立案のための個人情報利用に嫌悪感を持
つことが判明した。また、若年層の方がパーソナライズド広告に対する抵抗は少なく、購買決定
上の情報源としての価値を見出していた。全ての年齢層において個人情報のコントロールに対
する意識は高い。若年層はメールアドレス等を個人情報とあまり捉えないが、年齢が上がるにつ
れ個人情報と認識される案件が増える傾向にあった。 
 
これらの結果と文献調査をまとめ、アメリカ広告学会国際大会にて発表を行った。 
 
（２）平成 30年度 
インタビューの結果に基づき調査票を作成、定量アンケートを実施。 
 
当アンケート調査では、ソーシャルメディア上のパーソナライズド広告において、消費者のプラ
イバシー懸念が消費者の個人情報のコントロール能力と広告回避の関係において中間変数
（mediator）として作用することが確認された。また、個人情報のコントロール能力と、広告の
侵略感の関係においてもプライバシー懸念が中間変数として存在した。4種のソーシャルメディ
ア媒体間では、LINE 上のパーソナライズド広告に対する好感度は Facebook 上の広告よりも高
く、Twitter 上のパーソナライズド広告は Facebook や LINE 上のものに比べて回避される可能性
が高いことが判明した。また、Instagram と比較して、Twitter 上での個人情報を利用したパー
ソナライズド広告に対するプライバシー懸念が強いという結果であった。 
 
これらの結果に基づき、査読論文を国際ジャーナルに投稿、査読審査中(International Journal 
of Advertising)。 
 
（３）令和元年度 
第３段階では実験操作を実施した。分析の結果、ソーシャルメディア媒体間ではパーソナライズ
ド広告に対する態度（好感度）が異なり、特に、ソーシャルメディア媒体とパーソナライズド広
告内の個人情報の量の交差作用が広告態度に現れた。しかし、心理リアクタンスとパーソナライ
ズド広告に対する反応の関係において、消費者の情報コントロール力、個人情報漏洩リスク懸念
や広告内の個人情報量の媒介効果は見られなかった。 
 



これらの分析結果を基に、シンガポールの南洋理工大学主催のシンポジウムにて研究発表を行
い、アメリカ広告学会ニュースレターに総説論文を発表。 
 
また、詳細なデータ分析を追加し、査読付き国際ジャーナル（International Journal of 
Internet Marketing and Advertising）に論文を投稿、審査中。更に追加のデータ分析を基に国
際ジャーナル(Journal of Advertising Research) 及び学会への論文投稿の準備中。 
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